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1.は じ め に
貿易理論において
[1,Samuelson(1939)]
(i)自由貿 易は 自給 自足 よ りも好 ま しい。
(ii)自由貿 易の も とで 自国(小 国)は 最高 の厚生水準 を達成す る。
[II,Kemp(1962)]
自国 の経済 的厚生 とい う観点 か ら見て,高 関税 は低関税 よ り好 ま しくな
い。
[III,Krueger-Sonnenschein(1967)]
交易条件 の有 利化(不 利化)は 自国(小 国)の 厚生水準 を上 昇(低 下)
させ る。
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といった命題が よく知 られている1)。もちろん,こ れ らの命題 は完全競
争,完 全雇用,生 産要素の国内移動性 といった多 くの仮定に立脚 している
が,こ れまでもそ ういった諸仮定を緩和 したより現実的な枠組の中で再検
討 しようとする試みが行なわれてきている。
そ こで,本 論文の目的はさまざまな市場構造のもとで上記の諸命題を再
検討することである。具体的には,ま ず非貿易財産業(国 内財産業)の 存
在を明示的に考慮 し,その上で非貿易財産業が(1)競争的産業である,②
独占産業である,お よび(3)規模の経済性を有するとい う各ケースについ
て,貿 易利益に関する上記の諸命題が成立す るかどうか,も し成立 しない
とすればいかなる条件のもとでその成立が保証 されるかといった問題を検
討 し,これまでの議論を体系的に整理するとともに,い くつかの点で新し
い結果をつけ加える。
2.競争 と貿易利 益
(1)モデルの構成
標準的 な,貿 易財 のみか らなる体系 に非貿易財 を導入 し,貿 易理論の規
範的 な側面 に注 目して分析 した もの と して,Kemp(1969),Batra(1972,
1973),Kemp-TowerO1975,1976),Hazari-SgroO1975),Hazari-Sgro-Suh
(1981)などが あ る。 本 節 で は,Hazari-Sgro・Suh(1981)にした が い,非
貿易財 を含 む小国経済 の最 も簡単 な定 式化を行 な うこ とに しよ う。
関税 に よる保 護 を行 な ってい る小 国経済 を想定 す る。 そ こでは,す べて
が輸 出され る第1財 とす べてが国 内で消費 され る第2財 が2種 類の本源的
生産要素,た とえば資本 と労働 によ って生産 されて いる。需 要面では,第1
2財で ある非貿 易財 と第3財 であ る輸 入財が消費 され てい る。財市場,生
1)そ の標準的なモデルの定式化 と証明に関 しては,た とえぽ藪内(1984,第1
章)な どを参照されたい。
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『(2)競争市場に率ける関税 と厚生
(1)から(5)を微分す ることに よ り
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を 得 る 。 た だ し,任 意 の 変 数zに 対 し てz=dz/zで あ り,a;と ん は そ1
れ そ れ 第 ノ財 産 業 に お け る 第Z要 素 の 分 配 シ ェ ア と 配 分 シ ェ ア(i=L,
K;ノ=1,2)で あ り,
VL=ノ1乙1θκ1σ1十ノし2θκ2の>0
δκ=ノ1κ1θ乙1σ1十ノ1κ2θ乙2σ2>OI
Q;=卑 一 望乙ノ
w-r
__1
り
施一麦 馨1<・
と定義 されて いる。 ただ し,
?
?
?
は ス ル ッ キ ー の 代 替 項 で あ る 。
配 分 シ ェ ア 行 列 と 分 配 シ ェ ア 行 列 を そ れ ぞ れ
あ λ乙2eL,eK,I
CI=11-一 一1,lel=
λκ1λ κ2θ ム2θ κ2
と表 わす ことに しよ う。 そ うす る と,体 系(9)の係数 行列の行列式 は
d=-CS221λllθ1十E>0
1'
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とな る。 た だ し,
E=θ 乙1/1κ且δム十 θκ1λ乙1δκ十 θ乙1ノし1δκ十BK且ノiκ1δ乙>0
で あ る 。 し た が っ て,(9)よ り
XZ/q=-CESz2/d>0(10)
を 得 る 。
一 方 ,(7)を 微 分 す る こ と に よ り
pdU/Uz=pdDz+gdD3
=pdXz+9aの3(11)
を 得 る。 た だ し,U2=∂U/∂DZ>0で あ る 。 ま た,わ れ わ れ の 経 済 の 生 産
側 は
dX,十pdXz=0
と集約的 に表 現 され,
dX,=q*dD3
を得 るか ら,
dDs=‐pdXz/q
となる。 これ を(11)に代 入すれ ば
dU/U2=-tdX2
が得 られ る。 さらに,
ば,関 税 率 の変化 に よる厚 生水準 の変化 は
1dU
U2dt-tCESZZXZ(1+t)d≦・
として求 め られ る。 これ よ り,わ れわれ は次 の命 題 を得 る。
[IV,Hazari-Sgro-Suh(1981)]
完全競争 的 な非貿 易財産業 が存在す る場合に おいて も,
自由貿易 の も とで最高 の厚 生水準 を達 成 し,
厚生水準 を低下 させ る。
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国際収支の均衡条件(8)を微分することにより
(12)
(13)
(14)
(15)
(10)と(15)より,dq=q*dtであ ることを考 慮すれ
(16)
自国(小 国)は
また関税率の上昇は自国の
それ ゆ え,貿 易利益 に関 す る命 題[1-(i)]と[II]が,競争 的 な非 貿易財
産業が存在 す る場合 で も有効 であ る ことがわ か る。
(3)競争 市 場 にお け る交 易条 件 と厚 生
次 に,自 由貿 易 の も とで の交 易条 件 の変化 に注 目し よ う。 この場合,
(9)を微分 して,
dX,=q*dD3十D3dq*(13")
が得 られ,ま た この(13")と(12)より
q*dD3=-pdXz-D3dq*(16)
とな る。 それ ゆ え,交 易条 件 の外 生的 な変化 に よる厚 生 水準 の 変化は,
(11)と(16)より
pdU/Uz=-D3dq*(17)
として求 め られ る。 これ よ り,わ れわれ は次の命題 を得 る。
[V,Hazari-Sgro-Suh(1981)]
完全競争的な非貿易財産業が存在する場合においても,交 易条件の有利
化(不 利化)は 自国の厚生水準を上昇(低 下)さ せ る。また,自 由貿易
は自給 自足 よりも好ましい。
つまり,(17)より,自由貿易が行なわれている状態(D3>0)において,
交易条件の有利化(q*の下落)は 厚生水準を上昇させ,ま たDs=0とな
る自給自足の状態において厚生水準が最低 となることがわかる。
3.独 占 と貿 易利益2)
独 占と貿易 に関す る問題 は最近注 目を集 めてい る分 野で ある。 もっと
2)本節の議論はYabuuchi(1986)に基づいている。
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も,伝統 的 な貿 易理 論 において独 占の問題 は,要 素市場 におけ る歪み に関
するさまざまな議論 と比較 して長 い間注 目されなか った。 独 占企業 の生産
物に対す る需要 の価 格弾力 性の関数形 を特定化 す る際 の難 しさがそ の主要
な理由であ った とい って よい。
独占とい う形 での財市場 にお ける歪 み を持 つ国際貿 易の2財2要 素 モデ
ルは,Batra(1972,1973)とMelvin-Wame(1973)によって開発 された。
そのモデル は,需 要の価格 弾力性 が無限大 とな る(す なわち,完 全競争 と
なる)場 合 を特 殊 ケ ース と して 含む 非常 に一 般的 な もの で あ る。 彼 らの
得た主要 な結論 は,Rybczynski,Stolper・SamuelsonおよびHeckscher・
Ohlinの諸定理 がすべ て拡 張 され たモデル にお いて も成 立す る とい うもの
であった。
Cassing(1977)と田中(1978)は,議論 を独 占的 な非 貿易財 産業 を含 む
場合へ と拡張 した。彼 らは,そ の体系 にお いてRybczynski定理 はその ま
ま成立 す るが,Stolper・Samuelson定理 とHeckscher・Ohlin定理 が成 立
するため には若 干 の留保 条件 が必要 とな る とい うことを 明 らかに した。彼
らの分析 はokuguchi(1979)に受 け継 が れ,独 占的 な非 貿 易財 産 業 のみ
ならず貿 易財 間 の産 業連 関取 引(interindustry-flows)をも含 む場 合 へ と一
般化 された。
非貿易財産業 が独 占であ る とい う市場 構造 の もとでの貿易政策 が小国の
厚生水準 に及 ぼす影響 につ いては,Hazari-Sgro-Suh(1981,Ch.4)が貿易
利益 に関す る上述 の命題[1-(i)]と[III]を検討 して い る。そ の結 果,彼
らは次の命題 を得 てい る。
[VI,Hazari-Sgro-Suh(1981)]
独占的な非貿易財産業が存在する場合,小 国にとって 自由貿易はかなら
ずしも自給 自足よ り好 ましくな く,また交易条件の有利化が必然的に厚
生水準を上昇させ るともいえない。
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彼らはこの命題を図解によって説明しているが,わ れわれは数学的により
厳密にこれを論証するとともに,い かなる条件のもとで伝統的な結論が成
立するかを明らかにす ることにしよう。さらに,わ れわれは自由貿易と自
給自足の単純な比較にとどまらず,小 国経済の最適性に関連する諸命題
すなわち自由貿易は最適政策である(命 題[1《ii)])および高関税は低関
税 より好 ましくない(命 題[IIDを本節の枠組の もとで再検討すること
にしよう。小国経済の最適政策に関して興味ある結果が導かれる。
(1)モデルの構成
われわれは本節を通 じてHazari・Sgro・Suh(1981)型のモデルを用いる。
それは前節のモデルと一点,す なわち非貿易財産業が独占であるというこ
とを除いて同一である。つまり,すべてが輸出され る第1財 と非貿易財で
ある第2財 が資本 と労働によって生産され,非 貿易財 と(国 内で生産され
ない)輸 入財を消費している小国経済を考 える。貿易財市場 と生産要素市
場は完全競争的であ り,輸入財には関税が賦課されている。以上の想定の
もとでモデルは次のように定式化 される。
αLl〃十aK,r=1
aLZw+aKar+m=1
伽X1十 αL2×2=五
aKIX1十aKZXz=K
X2=DzCp,q,Y)
Y=X1+pXz十tq*Ds
cry
(18)
(3)
(4)
(5)
(6)
したがって,完 全競争の場合 と比較 して(2)のみが(18)のように変化する
ことになる。ただし,mは 独 占利潤である。価格理論においてよく知ら
れているように
m=p/η(p,q)(19)
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必いう関係が成立している。ただし,
paD2η=-
DZ∂p
であり,非貿易財に対する需要の価格弾力性を示 している。
(2)
(18)を微 分 して
独占が存在する場合の関税 と厚生
θ乙2旋》十eK2Y-∠)」5=em2egQ
D=1-BmaCl‐Ep)
　 　
一 δ勘 十 δ鉾 十 λLlX1十λL2×2=0
　 　
δ溜あ 一 δ翠デ 十.iK,X,十λκ2漏=0
(20)
を得 る。 た だ し,8m2=m/p,ε ρ=(p/η)(∂η/∂p),Ey=(4/η)(∂η/の で あ り
と定義 されている。 また,(3)と(4)を微分すればそれぞれ
となる。 ただ し,
SL=ノIL1θκ1σ1十λ乙2θκ2(f2/(1-Bm2)>O
Si=λκ1θL1σ1十ノ1κ2θL2σ2/(1-Bm2)>0
であ る 。 最 後 に,(5)を 微 分 し て
一C躍S22β十Xzニ ーCmS2zq
を得る。 ただ し,
であ り,ま た
1/aCm_
1十t-mst十(1-la)
α=1_⊥
η
と定義 されている。以上を整理すれば,
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∠加
である。また,非 貿易財産業が独占であるとい う市場構造のもとで,経
の生産側は
dX,十padXz=0(27)
と集約的に表現され,こ れと国際収支の均衡条件(9)から導かれる
とな る。 この体 系の係数 行列の行列 式 は
∠叛二 一C加8221λllθ1十DEm>0
であ る。た だ し,
Emニθ乙1λκ1δ♂十θκ1ノし1δ躍十θL且ノlLlδ超十θκ1/1κ1δ『>0
と定 義 され てい る。
ここで,わ れわれ は効用 関数を特定 化 し
σ=(1)ガβ+DJβ)-11β,-1<β〈0
とい うCES型 の効用 関数 を仮定 しよ う。 そ うす る と,容 易に示 されるよ
うに
ερ>0,εq<0,fp十Eq=0(25)・
とい う関係が成立 す る3)。
(24)より,4の 変化 がX2に 及ぼす 効果 が次 の よ うに求 め られ る。すな
わ ち,
名_一{1-Bm2十em2(ερ十EQ)}CmEmS22
4∠ 辺
_一(1-em2)CmEmC22>0(26)
3)詳細は付録に譲る。
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dX,=q*dDs(13)
より,
dD3=-padXz/q*(28)
を得 る。 この(28)を前節 で導 いた関 係
pdU/Uz=pdXZ+gdD3(11)
に代入す れば
dU
U2-{1a-(1+の}adXz(29)
あるいは,
1dU
Uzdt-{1a'一(1+t>}(1一θ碧 鍔 劣 倖)(3・)
となり,これ より関税 の変化がこの小国経済の厚生に及ぼす効果は{1/α
一(1+t>}とい う項に依存することがわかる。非貿易財産業が独占である
という市場構造の もとでは1<η<∞,す なわち0<α<1で あるから
a
となる可能性があ り,そ の場合にはdU/dt>0,つま り関税の引上げ(引
下げ)が 厚生水準を上昇(低 下)さ せるとい う逆説的な結果が生 じる。 ま
た,所与の関税率に対 してその可能性は独占度が高ければ高いほど(αが
小さいほど)高 いといえる。
(30)において,t=0と おけば
亡 響L-(1a-1)(アE筆施)〉・(3・)
となる。 この ことは,自 由貿易はもはや最適政策ではないとい うことを示
している。以上の結果は次の命題にまとめ られる。
[vii]
独占的な非貿易財産業が存在する場合,小 国にとって自由貿易は最適政
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策ではなく,また関税の引上げが厚生水準を低下させ るとは限 らない。
この命題から導かれる重要な含意は,こ の小国は貿易財市場において独占
力を持たないにもかかわ らず,非 貿易財市場における独占力を行使するこ
とにより間接的に貿易相手国を搾取 し,関税を通 じて自国の厚生を高める
可能性が存在 し,したがって正の(間 接的)最 適関税率が存在するという
ことである。その最適関税率は(30)の右辺をゼロとお くことにより
t°=1-1一 η圭1
として求 め られ る。
(3)独占が存在する場合の交易条件 と厚生
次に,自 由貿易のもとでの交易条件の変化 に注 目しよう。
(9)を微分 して得られる
dX,=q"dD3+D3dq"
と
dX,+padXL=0
よ り
q*dD3=-padXz-D3dq
が成立す るか ら,交 易条件の変化 に よる厚 生水準 の変化 は
ρ碧 一[p(1‐a)dX2dq一小 ・
として求 め られ る。 したが って,
この場 合,
(13")
(27)
(32)
(33)
交易条件の変化が厚生水準に及ぼす効果
は[p(1-a)の(2/吻一D3]に依存することがわかる。つまり,交易条件の
有利化は
p(1-a)dqzsD3(34)
にしたがって順に,自 国の厚生水準を上昇 させる,一定にとどめる,低下
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させるとい う結 果が得 られ る。(34)の条件 を も う少 し詳 し く見てみ よ う。
(32)を利用 して(34)は
η≡ξ(35)
と変形 され る。 ただ し,ξ=一(g!D3)(dD3/吻)は輸 入需要 の価格 弾 力性
である。それ ゆ え,わ れわれ は次 の命題 を得 る。
[VIII]
独占的な非貿易財産業が存在す る場合,交 易条件の有利化は,非 貿易財
に対す る需要の価格弾力性が輸入財に対す る需要の価格弾力性よ り大
(小)であるならば自国の厚生水準を上昇(低 下)さ せる。
また(33)より,α ・=1(すなわ ち非 貿易財産 業が競争的)で ない限 り
p(1一α)dX、/吻キ0
であ り,し た が ってD3ニ0と なる 自給 自足 は 自国の厚生 水準 が最低 とな
る状態では ない。(33)において,
U2dq*lo3=o=p(1‐a)dgz>0
である。それゆえ,自給 自足の状態における交易条件(=国 内相対価格)
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はQaのような水準にあり,そ の水準からより有利 な交易条件の もとで貿
易を開始した場合,厚 生水準は当初下落 し,点Cに おいて最低 となり,
さらに点Bに 対応するQbよ りも有利な交易条件のもとで始めて自給自
足よりも自由貿易が望ましくなるということがわかる。
4.規模の経済性 と貿易利益
(1)モデルの構成
規模の(不)経済性 あるいは規 模 に関す る収穫 の可 変性(以 下では単に規模
の経済性と呼ぶ)を 貿易理論 の体系 に組み入 れ よ うとす る試み も積極的に行
なわれ て きてい る。この分 野に おけ る主要 な研究 と しては,Batra(1968),
Choi-Yu(1984,1985),Eaton-Panagariya(1979),Jones(1968),Kemp
Negishi(1970),Panagariya(1980,1981)などが挙 げ られ る。 貿易 と厚生
につい てい えぽ,Kemp(1969)は自由貿 易が 自給 自足 よ り好 ま しくない場
合があ り うることを示 してい る。 また,貿 易の開始 あ るい は交 易条件の有
利化 が 自国の厚生 水準 を低下 させ ないた め の十 分条件 を,Kemp・Negishi
(1970)は顕 示選 好 の考 え方 を用 いて,Eaton-Panagariya(1979)はPare-
toの厚生 基準 を用 いて導 いて い る。 さ らに,Choi-Yu(1984)は関税 ある
いは消費税 が厚 生 に及 ぼす効果 を分析 してい る。 しか し,い ず れ も貿易財
産 業にお け る規模 の経済 性を仮定 して いる。 そ こで,本 節で は非貿易財産
業 にお いて規模 の経済性 が存在す ると仮定 し貿易利益 に関す る諸命題を検
討 す るこ とに しよ う。
われわ れ は,非 貿 易財 産業 に お ける規模 の経済 性 に関 心 を持 っている
が,と りあ えず 両産業 にお いて それ が存在 す る場 合 の定 式化 を しておこ
う。規模 の経済 性は,個 々の企業 には外部的 で産業 には内部的で あるいわ
ゆ るMarsha11型の ものを仮 定す る。代表 的企 業 の生産 関数 と産 業の生産
関数はそれぞ れ
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x;=g;(X;)F'(c;,1;),j=1,2(36)
X;=g;(X;)F'(K;,L;),j=1,2(37)
である。た だ し,x;,cノお よび1;はそれ ぞれ 第 ノ産 業 に おけ る代表 的 企
業の産 出量,資 本 の雇 用量 お よび労働 の雇用量 であ り,κ とL;は それぞ
れノ産業 の資本 と労働 の雇 用量 で あ る。&(凡)は 規 模 の経済 性 を表わ す
関数 で(0,0。)の区 間 で定 義 され て い る。Fノはc、と るない し κ とL;
について一 次同次 であ る と仮定 す る。
規模 の経 済性の産 出量 に関 す る弾力性 は
e;=X;dg>=F'dg',j=1,2C38)g
;dX;dX;
と定義 され る。 当然,規 模 の経 済性 が存 在 す る場合 はe;>0で あ り,逆
に規模 の不経 済性 が存在 す る場合 はe;〈0で あ る。(37)を微 分す るこ と
により,
(1-e;)dX;=g;(FKdK;十FZo{Lノ),.タ=1,2(39)
を得 る。た だ し,澱=∂F'/∂'K;,Fiニ∂F'/∂L;であ る。 とこ ろ で(39)よ
り,も しもe;_一 〇。 な らぽdX;=0と な り要 素 投 入量 の 変化 が産 出量
にまった く影 響を及 ぼ さず,ま たe、>1な らば ∂X;/∂K;・<0,∂X;/∂L;<0
とい う逆説的 な結果 を生ず る。 それ ゆえ,わ れわ れはPanagariya(1980,
p.503)にしたが ってe;を 区間(一 。。,1)上で定義 してお く。
規模の経済 性が個hの 企業 に関 して外部 的で産業 に関 しては内部的 であ
るから,そ れぞれの要素 は個 々の企業 に対 す る限 界価値 生産物 を支払わ れ
る。す なわ ち,
z〃=81F2=ρ9をF2
=8(fi-々1ガ)=j」g2(乃一 々26)
r=giFK=pgzFic
=91孟=pg'2f2
で あ る 。 た だ し,カ=F'/L;,k;=K;/L;,万=df;/dk,であ る 。
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(40)
(41)
また,生 産要素 の完全雇 用条件 は これ まで と同様 に
α乙LX夏十a乙2×2=ム
aK,X,十aK2×2=K
あるいは,同 じことで あるが
ム 十LZ=L
K,+KZ=K
と表 わ され る。
(3)
(4)
?
?
??
?
?
?
ところで,完 全競争の想定のもとでは財価格は平均費用に等 しいから,
aL,w十aK,r=1
aLZw+aK2r=p
(49)
(50)
が成立 している。 さらに,わ れわれのモデルは,非 貿易財に対す る需給均
衡式
XZ=DZ(p,4,Y)
と国際収支 の均衡 条件
X1=グD3
に よって完成 され る。た だ し
γ=X1十pX2十の廓D3
は この国の実質所 得で ある。
(2)規模 の経 済 性 が 存 在 す る場 合 の 関税 と厚 生
(49)と(50)を微 分 して
eL,w十eK,r=x,‐ceL,L,十6K,K,)
6czu)十θκ2Y=」5十X1-(θ乙2五2十eKZxz)
を得 る。 また,(39)より
(1-e;).X;_eK;x;十θ乙ノLノ,ノ=1,2
となる。 この(53)と要 素代替 の弾力性
6;一瓦 一L;-AaK;一∂σ
w-rw-r
-220一
(5)
(7)
(6)
(51)
(52)
(53)
(54)
1
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より
　 　
.L;=(1-e;)♪(i一 θ幻 の(Aw-AY)
　 　
K;=(1-e;)X;十ew6;(Aw-Y)
を得 る 。 一 方,(3')と(4')を微 分 し て
　 　 　
IIλ 乙1L1+λL2乙2=L
バ 　 　IIλ
κ1κ1十ル2髭=K
IIとなるが,(55)と(56)を(57)と(58)に代 入すれ ば
　 ノヘ ノへ
IIλflX1十 λ乏zXz=L十 δLω 一AY)
　 　 　
λ昆1×1十λ£2×2=K一 δκ(wの
コ
,II
?
(55)
(56)
(57)
(58)
(59)
(60)
を 得 る 。 た だ し,Lj=(1-e;)λLブ,eKi=(1-e;)λκノで あ る 。 ま た,(53)を
(51)と(52)に代 入 す れ ば 　
8L,iv十BK,r=e,X,
　AB
LZw十 θκ2AY=ezXz十」5
を得 る 。
次 に,非 貿 易 財 の 需 給 均 衡 式(5)を 微 分 し て
‐1.e.722+Xz=-C¢Sazq
を得 る 。 た だ し,
Ce‐1__1‐e2
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
(63)
である。以上,(59),(60),(61),(62)および(63)は次の よ うにま とめ ら
れる。
これ よ り,
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eL,
θL2
-SL
S
K
O
BKl
eX2
S
L
-SK
O
0
-1
0
0
-CQSz2
一{21
0
λ£1
畷1
0
一221一
?
?
??
?
?
??
0
0
0A(64)
0
-CQS22
1
夢 一 一CQSzz(λ艮且SL+λ乞δκQQ)(65
および
q-一 撃9(66
が 求 め ら れ る 。 た だ し,
9ニ1λθ11el-ez(!≧艮1δL十λ£1δκ)-e,(K2SL十λf2δκ)
(1-e,)ん1(1-ez)λ乙21λε
=
(1‐e,)λκ1(1-e2)λκ2
∠θ=-CθS2252+(λ艮1δ乙+λ乏1δκ)
で あ る 。(65)と(66)より,
薯 過 毒λ筋(67)
を得 る。Herberg・Kemp(1969)以来 周知 の とお り,規 模 の経 済性が存
す る場合,価 格 と産 出量 の関 係 は一般 的 に は明確 で は ない。 も っとも
Mayer(1974)は動 学 的 に安 定 的 な体 系 の も とで は,ま たNeary(197
は要素 の動 きに関す る安 定性が仮定 されれ ば,そ の関係 は通常 の(伝 統
な)も の とな る ことを論 証 してい る。わ れわ れ もそれ に した がい 逓1β
と考 えよ う。 そ うす る と,9>0で あ るか らQQ>0と な り,(65)より
Xz/4>0
を得 る。
ところで,(3')と(4')より
dLz=-dL,
dKz=-dK,
とな る。(39),(40),(41),(69)および(70)より
4X亘+pydXz=0
を得 る。 また,こ れ まで と同様 に国際収 支の均衡条 件 よ り
一222一
(68)
(69)
(70)
(71)
が導かれ,(13)と(71)より
を得る。 これを
に代入すれば
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dX,=グ4D3
dD3=-pydX2/q
pdU/Uz=pdX2+gdD3
あるいは,(65)より
dU
Uz-{÷一(1+t)}ydX2
(13)
(72)
(11)
(73)
1dU
Uzdt-{÷一(1+の}(一ぴ&a望ll誓㈱(74)
を得る。それゆえ,(30)との比較で明らかなように,規 模の経済性が存在
する場合に関税の変化が厚生に及ぼす効果は,独 占が存在する場合 と形式
的に極めて類似 していることがわか る。その効果は{1/Y-(1+t)}に依
1存し,も しも
÷ 一(1+の 一ez1≡e,e2-t>・
ならば,(74)よりdU/dt>0すなわち関税の引上げが厚生水準を上昇 さ
せるとい う逆説的な結果が生 じる。 また,所 与の正の関税率に対 して,非
貿易財産業における規模の経済性の程度が(輸 出財産業におけるそれより
も大であ り,しかもその差が)大 きけれぽ大 きいほ どこの逆説が生じる可
能性が高いといえる。非貿易財産業のみに規模の経済性が存在する(あ る
いは,両産業におけるその程度が異なる)場合には,自 由貿易がもはや最
適政策 とならないことは明らかである。それゆえ,わ れわれは次の命題を
得る。
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[IX]
規模の経済性を持つ非貿易財産業が存在する場合,小 国にとって自由貿
易は最適政策ではな く,また関税の引上げが厚生水準を低下させるとは
限 らない。
独占が存在する場合 と同様,こ の小国は貿易財市場において独占力を持た
ないにもかかわ らず正の 「最適関税率」が存在 し,それは
t.=1_1=ez
y1‐e2
となる。
(3)規模の経済性が存在する場合の交易条件 と厚生
次に,自 由貿易のもとで交易条件の変化が厚生に及ぼす効果を見よう。
独占が存在する場合 と同様の分析方法が適用される。
国際収支の均衡条件を微分して得 られる
と
dX,=q*dDs+D3dq*
dX,+pydX2=O
q*dDs=-pydXz-Dsdq*
が成立 す る。 それゆ え,こ の(75)を(11)に代入 して
pUZ={pCl-y)dg2-D3}dq*
(13")
(71)
(75)
(76)
1
を得 る。したがって,交 易条件 の変化が厚生水準に及ぼす効果 は{p(111
一γ)dXZ/dq-Ds}に依存する。交易条件の有利化は
I
p(1一γ)dX2/dqsD、(77)1
に したが って順 に,自 国 の厚 生水準 を上 昇 させ る,一 定 に とどめ る,低 下
させ るとい う結果 が得 られ る。(77)の条 件 は(75)を利用 して
一224一
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1/ez≡≡ξ(78)
と変形 され る。 それゆ え,わ れわれ の結 果は次 の命題 にま とめ られ る。
[x]
規模の経済性を持つ非貿易財産業が存在する場合,交 易条件の有利化
は,非貿易財産業における規模の経済性の産出量に関する弾力性の逆数
(1/ez)が輸入財に対する需要の価格弾力性(ξ)よ り大(小)で あるな
らぽ,自 国の厚生水準を上昇(低 下)さ せる。
また,(76)より,γ=1す なわち規模 の経 済性 が存在 しない とい う場 合を
除いて,p(1一γ)dX2/dq$0であ るか ら,D3=0と な る 自給 自足 は 自国
の厚生水 準が最低 となる状態 で はない。それ ゆ え,自 由貿 易がかな らず し
も自給 自足 よ りも望 ま しい とは限 らない とい うことがわ か る。
5.む す び
われわれは冒頭に挙げた貿易利益に関する諸命題を,よ り現実的な想定
として非貿易財が存在 し,しかもその非貿易財産業の市場構造が ① 競争
的である,② 独占的である,③ 規模の経済性を有するとい う各ケースに
ついてこれまでに知 られている結果を体系的に整理するとともに若干の新
しい結果を導いた。主要結果は次のとお りである。
非貿易財産業の市場構造が独占であるか規模の経済性を有するとい うも
のである場合,
(i)低関税が高関税 より好 ましいとはかならず しもいえない。
またそれと関連 して,
(ii)いずれの場合 も,こ の小国は貿易財市場 において独 占力を持たな
いにもかかわ らず,間 接的に非貿易財市場における独占力あるいは規模の
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D2= Y
p{1+¥4/-arc　+a>1
が得られる。これ より,第2財 に対す る需要の価格弾力性は
幽 、-1+β 睾1(p4)一β…η=
D・ ∂p1+(号)-dl(d+!) (A4)
となる。 さ らに,(A4)より
1」亟_Ep=
η の 一{1+
(論)2(4)一β…
1
/3+1(q)一…}{1+(4)一 βノ(β+1)}
>o
丑 」童LEq=
η ∂グ{1+ 1
Q+1
一(詣)2(号)一…)
<0
(pq)一…}{1+(9')一β11β+1'}
が求め られ,Ep+εg=0と な る ことがわか る。
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